
 

京都府戦略的地震防災対策推進プランの改定について 

 

１ 計画期間 

平成２７年度～平成３１年度 

（戦略指針の計画期間である平成２７年度～平成３６年度の前半の５年間） 

 

２ 戦略指針と推進プランの関係 

推進プランは、戦略指針の実施計画として位置付け、戦略指針と推進プランの関係は、下図のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施主体 

  国、京都府、市町村、防災関係機関、府民、地域、ＮＰＯ、企業、大学等 

 

４ これまでの実績 

現推進プランは平成２２年度～平成２６年度を計画期間として実施しており、５箇年で３１２中 

２３７事業の７６．０％が「完了・定着」となっている。また、「検討」「未着手」の事業は０とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1 

 

①地震等に強い京都のまちづくり ④行政等の災害対応対策の向上
②地震等に強い京都の人づくり ⑤京都経済・活力維持
③住まいの安心、安全 ⑥京都らしさを保った復旧・復興

＜ 目標達成のための６つの政策 ＞

「住宅の耐震化率を９５％にする等により、南海ト
ラフ地震及び直下型地震の死者を７割減少させる」

＜減災目標＞

推進プラン：施策項目ごとの具体的事業

＜ 重点的取組事項 ＞

＜推進する具体的な５５の施策項目＞

【例：防災拠点施設の耐震化、学校施設の耐震化 等】

１ 府民の生命と生活を守る
２ 京都らしさを守る
３ 地域力を高める
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５ 具体事業 

 第二次推進プランに掲載する事業について、新たな体系図に沿って整理し、新規事業の追加や既存

事業の充実等を実施 
 

 

  

 

府 市町村 事業者等

新規 49 事業 49 事業 42 18 12

完了・定着化 237 事業 充実 122 事業 118 事業 113 67 28

実施中 75 事業 継続 50 事業 46 事業 39 27 18

合計 312 事業 定着 120 事業 117 事業 89 42 56

合計 341 事業 330 事業 283 154 114

完了 20 事業 20 事業 16 7 3

事業数
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※事業数の内訳は重複があるため合計と一致しない。 

 

 ○新規：現行推進プランにはなく、第二次推進プランで新たに実施するもの。 

 ○充実：現行推進プランで実施してきた事業で、第二次推進プランで数値目標を設定又は引上げ、

もしくは取組内容を充実するもの。 

 ○継続：現行推進プランで「実施中」と評価した事業で、第二次推進プランでも引き続き目標達

成に向けて事業を継続するもの。 

 ○定着：現行推進プランで「定着化」と評価した事業で、引き続き事業を実施していくもの。 

 ○完了：現行推進プランで「完了」と評価した事業で、事業として終了したもの。（今後とも推

進プランに搭載) 

 

【政策目標別の状況】 

６  つ  の  政  策 事業数 
内   訳  

完了 
新 規 充 実 継 続 定 着 

① 地震等に強い京都のまちづくりを進める 78 15 32 18 13 2 

② 地震等に強い京都の人づくりを進める 51 6 18 8 19 1 

③ 地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る 19 3 8 4 4 3 

④ 行政等の災害対応対策の向上を図る 156 20 51 12 73 13 

⑤ 京都経済・活力を維持し、迅速な復旧・復興を実現する 10 4 2 3 1 0 

⑥ 京都らしさを保った復旧・復興を実現する 16 1 7 1 7 1 

合      計 330 49 118 46 117 20 

 

【現行プラン】 

 ３１２事業 

【第二次推進プラン（案）】 

 ３３０事業 
５７増（新規４９、分割 ８） 

３９減（完了２０、統合１９） 

 

【参考】 


